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連続講演会シリーズ「現代世界と国際関係」第 5回
「OECDの業務とパリ本部でのインターンシップ紹介」
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連連続続講講演演会会シシリリーーズズ「「現現代代世世界界とと国国際際関関係係」」  

第第 55回回  

題題目目：：「「OOEECCDDのの業業務務ととパパリリ本本部部ででののイインンタターーンンシシッッププ紹紹介介」」  

講講演演者者：：横横川川友友美美子子氏氏((OOEECCDD東東京京セセンンタターー・・広広報報ママネネーージジャャーー))  

実実施施日日：：22002200年年 11月月 1166日日  

会会場場：：東東京京外外国国語語大大学学  研研究究講講義義棟棟  221144教教室室  

       
 経済開発協力機構（OECD）は、“より良い政策より良い暮らし（Better Policies for Better 
Lives）”を掲げ、経済分野を中心に加盟国間で政策議論を行う国際機関です。政策議論のアリー
ナとして機能する OECD は、幅広く各国からインターンシップ生を受け入れており、特に貴学
を始めとしたインターンシップ協定校からの学生を積極的に受け入れています。本講義は、将
来的に OECD でのインターンを検討されている方を中心に、OECD の具体的な役割・業務につ
いてお話する貴重な機会となりました。 

 
OECD の業務は、国連などと比べてイメージしにくい、ぱっと思いつかない…という声をよ

く耳にします。OECD は加盟国が 36 か国という（2020 年 4 月にコロンビアが加盟し現在 37 か
国）小さな所帯の国際機関です。フランス・パリの OECD 本部では、政策アナリストや統計専
門家など約 3300 名の職員が、社会・経済の様々な領域について調査を行い、加盟国やパートナ
ー国に関する国際比較可能なデータを整備しています。こうしたエビデンスに基づいて、加盟
国及び国際社会への政策提言や、各国のピアレビューやベストプラクティスの共有、国際ルー
ル作りに取り組むのが OECD の主な業務です。OECD が手掛ける分野は多岐にわたりますが、
そのすべてにおいて経済からのアプローチをとり、“stronger, cleaner, fairer world”の実現に向け
て調査・政策提言を行っています（下図）。 
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 講義では、より具体的に OECD の業務についてイメージを持っていただくために、主な取り
組みをいくつか紹介しました。 
 
・OECD 生徒の学習到達度調査（PISA）：OECD では 3 年に一度、世界各国の 15 歳の生徒を
対象に、読解力・数学・科学の能力を調査する PISA テストを実施しています。2018 年に実施
（79 の国・地域より約 60 万人が参加）の PISA テストは、重点調査項目として読解力を挙げ、
特にオンラインで得られた情報の中からファクトとオピニオンを識別するなど、デジタル化が
進む現代において真に求められる読解力を測るものでした（2018 年調査では、日本は参加国中
読解力 15 位、数学 6 位、科学 5 位）。こうした調査結果は、各国の教育政策の策定に活用され
ています。 
 
・OECD BEPS（税源浸食と利益移転）プロジェクト：ビジネスのグローバル化、デジタル化の
進展により、多国籍企業の課税逃れや過度の節税対策がもたらす税収損失は年間 2400 憶ドルに
及ぶとも言われています。経済のデジタル化に伴う法人税のルール作りは、各国の思惑が激し
くぶつかり合う領域ですが、国際的な合意が達成されなければ、各国が独自の課税措置を導入
し更なる混乱を招く恐れがあります。OECD は G20 からの要請に基づき、135 の国・地域が参
画する包摂的枠組みにおいて、経済のデジタル化に伴う法人税上の課題について議論をリード
しています。 
 
・OECD「AI に関する理事会勧告」：人工知能（AI）の研究開発・活用が進む中、AI が生産性
とイノベーションを向上させるという期待の一方で、労働市場や格差是正にマイナスの影響を
与える懸念も指摘されています。OECD では 2018 年より「AI に関する専門家会合」において
産官学から 50 名を超える専門家とともに AI 活用の指針作りを議論し、2019 年 5 月には、AI の
初の政府間スタンダードとなる「AI に関する理事会勧告」を理事会で採択しました。この勧告
は、「人間を中心とした AI」をはじめとして 5 つの共有すべき基本項目を整備したもので、プ
ライバシーやデジタル・セキュリティなど既存の OECD スタンダードと相互に補完しながら今
後の AI 開発・活用の指針を示しています。 
 
 OECD は上記以外にも、様々な形で報告書や政策提言を発表しているほか、OECD. Stat や
OECD Data などのウェブサイトで国際比較データを公開しています。男女の賃金格差、労働生
産性、国際成人力調査（16 歳～65 歳の成人の読解力・数的思考力・IT を活用した問題解決能力
の分析）などの興味深いデータを見ると、国際社会における日本の立ち位置に気づくとともに、
OECD の政策分析の幅広さを感じてもらえるでしょう。 
 
 OECD パリ本部では、300 を超える委員会や専門家会議が連日開催されており、こうした政
策議論への参加者数は年間 14 万人にのぼります。また、統計のエキスパートたちが 50 億ものデ
ータポイントを管理し、政策アナリストたちはこれらの膨大なデータをもとに分析をまとめ上
げ、年間 500 タイトル以上の報告書を発行しています。まさに、“より良い政策”を届けるために、
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日々ダイナミックな活動を行っているのが OECD パリ本部です。インターンシップは、こうし
た政策議論を垣間見ながら OECD 本部職員の近くで働くまたとない機会です。政策議論の最前
線を体感するチャンスとして、貴学の皆さんからもぜひ積極的に応募していただきたいと思い
ます。 
    

                                (文責：横川友美子) 



  

  

  

  

  

  

  

  

国国際際関関係係研研究究所所  研研究究会会  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



 

国際関係研究所 

  
国国際際関関係係研研究究所所  所所員員研研究究会会  

22001199 年年度度  

第第 11 回回  

報報告告者者：：鈴鈴木木美美弥弥子子  

「「認認知知症症高高齢齢者者のの事事故故にに対対すするる監監督督責責任任ににつついいてて」」  

2019 年年 6 月月 26 日日（（水水））16:00~17:00 
  国国際際関関係係研研究究所所((440011--33 室室))  

一一般般公公開開・・事事前前申申込込不不要要 

（（本本学学大大学学院院総総合合国国際際学学研研究究院院  准准教教授授））  

  

おお問問合合せせ：：国国際際関関係係研研究究所所 （（E-mail: iir@tufs.ac.jp））  

＊＊当当日日はは、、1155::3300～～  国国際際関関係係研研究究所所  所所員員総総会会（（所所員員限限定定））をを開開催催いいたたししまますす。。  

  

日日時時 

会会場場 
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国国際際関関係係研研究究所所  所所員員研研究究会会  

22001199 年年度度  

第第 11 回回  

報報告告者者：：鈴鈴木木美美弥弥子子  

「「認認知知症症高高齢齢者者のの事事故故にに対対すするる監監督督責責任任ににつついいてて」」  

2019 年年 6 月月 26 日日（（水水））16:00~17:00 
  国国際際関関係係研研究究所所((440011--33 室室))  

一一般般公公開開・・事事前前申申込込不不要要 

（（本本学学大大学学院院総総合合国国際際学学研研究究院院  准准教教授授））  

  

おお問問合合せせ：：国国際際関関係係研研究究所所 （（E-mail: iir@tufs.ac.jp））  

＊＊当当日日はは、、1155::3300～～  国国際際関関係係研研究究所所  所所員員総総会会（（所所員員限限定定））をを開開催催いいたたししまますす。。  

  

日日時時 

会会場場 
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国国際際関関係係研研究究所所研研究究会会  
「「認認知知症症高高齢齢者者のの事事故故にに対対すするる監監督督者者のの責責任任」」  

 
                             22001199年年66月月2266日日  

東東京京外外国国語語大大学学  国国際際関関係係研研究究所所  研研究究講講義義棟棟((440011--33室室))  
  

報報告告者者：：鈴鈴木木美美弥弥子子（（本本学学大大学学院院総総合合国国際際学学研研究究院院  准准教教授授））  

 
ⅠⅠ  問問題題設設定定  

 

加害者に責任能力がない場合、賠償責任なし 

 

・ 未成年者で責任能力がない場合(民法712条)       … 昨年度の報告 

 

・ 精神上の障害により責任能力がない(民法713条)  …  今回の報告 

 

 この場合、責任無能力者の法定監督義務者(民法714条1項本文)、代理監督義務者(同条 2項) 

に、その損害について賠償責任 

ただし、監督義務者が、監督義務の懈怠がなかったことを立証すれば免責される(同条 1項但書) 

 

「法定監督義務者」 

 

未成年者の場合  － 親権者、 未成年後見人等が該当 

 

精神障害者の場合 － 平成11年の民法、精神保健福祉法の改正前までは、禁治産者の後見人、

精保法の保護者が該当 

  ｜ 

① 後見人又は保佐人→ ②配偶者 → ③親権を行う者 → 

④ ②・③以外の扶養義務者のうちから家庭裁判所が選任した者 

 

① 、④ － 家裁へ選任の申立てが必要、②・③不存在のケース 

↓ 

     「法定監督義務者」が不存在のケースが多く存在  

       ↓ 

     解釈による「事実上の監督者」としての責任 

       

      平成 11 年の民法、精神保健福祉法の改正により、後見人、保護者が

法定監督義務者に該当すると解することが困難 

       ↓ 

     ・ 精神障害による責任無能力者のケースで、法定監督義務者の該当者

が不存在 → 714条の空文化 

           さらに 

           ・ 「事実上の監督者」による責任－世話・介護離れに繋がる可能性 

 

これらの点を踏まえ、認知症高齢者の事故に対する、責任をいかに構築 

すべきか 
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ⅡⅡ  過過去去のの裁裁判判例例  

 

従来は、成人の統合失調症の罹患者、あるいは、知的障害者による事件に関するもののみ 

 

(1) 最高裁昭和 58 年判決以前 

事実上世話をしている、手続きをとれば、保護者に選任されていたとして、親を「事実上の

監督者」と認める 

監督者の予見可能性は、監督義務に関する免責において判断 

 

(2) 最高裁昭和 58 年判決 (最高裁昭和58 年 2 月 24 日第一小法廷判) 

保護義務者(当時の精保法上の名称)の選任をことさら回避したとはいえないこと、事件が発

生するまで、他人に暴行を加えたことはなく、加害者の行動に差し迫った危険は認められな

かったこと、親は監督能力が乏しく、成人後は監督の事実はないとして、親の 714条責任否

定 

 

(3) 精神保健福祉法平成 11 年改正以前 

「法定監督義務者に準ずる者」に該当するかについての判断で、親の予見可能性が問われる

ようになる。 

→ 民法 714 条 督義務者が誰か     － 原告に立証責任 

監督義務違反がないこと － 被告に立証責任  

  の意味が失われる 

  

(4) 精神保健福祉法平成 11 年改正以降 

 

・ 精神保健福祉法の保護者は法定監督義務者とされてきた 

― 根拠: 精神保健福祉法の自傷他害防止義務 

   ↓ 

    派生して、保護者や後見人に選任されていない親に ついて、「保護者に準ずる立場にある 

者」として、監督者の責任を検討 

 

平成11年改正により、保護者の自傷他害防止義務の廃止 

― 民法 714 条の沿革に立ち戻り、家族の統率者として、親の監督者責任を問う 

 

         

ⅢⅢ  平平成成1111年年精精神神保保健健福福祉祉法法、、民民法法改改正正  

 

(1) 内容 

 

・ 精神保健福祉法改正 ― 保護者の自傷他害防止義務の削除 

            ― 保護者の責任軽減   

  (平成25年に保護者制度は廃止)  

 

・ 民法 禁治産者制度の廃止 － 成年後見制度への移行 

  旧制度 － 禁治産者に対する、後見人の「療養看護義務」 

  新制度 － 成年被後見人に対する、成年後見人の「身上配慮義務」 

        － ノーマライゼイション 
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(2) 背景 

 

意識、状況の変化 

･  精神疾患の開放治療 

   ・ 本人の行動の自由の確保 

  ・ 保護者、後見人の責任軽減 

 

 

ⅣⅣ  JJRR東東海海事事件件    

 

認知症に罹患した、平成19年12月の事故当時91 歳の男性・Aが、JRの駅構内の線路に立ち入り、

列車に衝突して死亡した事故による損害について、JR が、その家族に対し請求した事件 (子は、

長男のほか3名) 

 

[事実の概要] 

平成12 年 12 月頃から、A に認知症がうかがわれるようになり、平成 14 年 3 月頃、Aの妻、A

の長男、A の長男の妻、近居し福祉の仕事をしている A の次女で、家族会議を開き、長男の妻が単

身で横浜市からA 宅の近隣に転居し、Aの妻によるA の介護を補助することを決めた。 

その後、長男の妻は、A 宅に毎日通い、A の 介護をするようになり、A 宅に宿泊することもあっ

た。長男は、横浜市 に居住していたが、本件事故直前の時期には 1 箇月に3 回程度週末に A 宅を

訪ね、また、妻から A の状況について頻繁に報告を受けていた。 

平成19 年 2 月には、日常生活に支障を来すような症状・行動や意思疎通の困難さが頻繁にみら

れ、常に介護を必要とする状態で、場所の理解もできない状況から、要介護 4 の認定を受けた。   

そこで、家族会議で、特別養護老人ホームへの入所も検討したが、介護の専門家である Aの次女の

意見もあり、A を引き続き A 宅で介護することに決めた。  

 その一方、Aの妻は、平成 18 年 1 月頃までに、左右下肢に麻ひ拘縮がみられ、要介護１の認定

を受けた。 

平成 17 年 8 月、平成 18 年 12 月と、 A が徘徊し、保護されることがあった後、長男は、A

の妻が就寝中でもA が自宅玄関に近づいたことが分かるように、自宅玄関付近にセンサー付きチャ

イムを設置し、また、A 宅の事務所から事務所出入口にセンサー付きチャイムが取り付けられてい

たものの、本件事故当日まで その電源は切られたままであった。 

事故当日の平成19 年 12 月７日の午後4 時 30 分頃、A は、通っていた福祉施設の送迎車で帰

宅し、その後、妻と長男の妻と一緒に過ごしていたが、長男の妻が玄関で片付けをし、A と Aの妻

が事務所部分に2 人きりになっていたところ、Aの妻がまどろんで目を閉じている隙に、A は、事

務所部分から1 人で外出した。A は、自宅最寄りの駅から列車に乗り、北隣の駅で降り、ホーム先

端のフェンス扉を開けてホーム下に下り、JRが運行する列車に衝突した。 

 

(1) 地裁判決 (名古屋地裁平成25年8月9日判決) 

 

長男について、認知症の A に対する介護や財産管理を主体的に行ってきたとして、社会通念上、

民法714 条 1 項の法定監督義務者や同条2 項の代理監督者と同視し得るA の事実上の監督者

であるとしてその責任を認め、その他の者については、その該当性を否定 

 

Aの妻について、事務所センサーは電源が切られており、Aの以前の徘徊歴からも、A から目を

離さずに見守ることを怠った過失があり、民法 709 条により責任があるとした。 
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(2) 高裁判決 (名古屋高裁平成 26 年 4 月 24 日判決) 

 

Aの妻を、民法714 条 1 項の法定監督義務者と認める 

― 自傷他害防止義務が廃止されてもなお精神保健福祉法で規定されている保護者の諸義務の  

趣旨を、民法上の夫婦間の同居協力扶助義務 (民法 752 条)に及ぼすことにより、精神障害

者となった者と同居する配偶者には、履行しえない特段の事情が限り、監督義務がある 

   

  事務所センサーの電源を切っており、監督義務の怠りがなかったといえず、免責認めず 

 

A の長男 

・ 監督義務者に該当しない 

 － 直系血族間の扶養義務はあるが、それは、A と同居してその扶養をする義務（引取り扶

養義務）を意味するものではなく、A の保護者の地位にもなかった 

  

 ・ 民法709 条の適用 － 本件事故の発生に対する具体的な予見可能性が必要 

過去に、鉄道の線路や、無断で他人の土地や建物に入り込んだことなし 

→ 鉄道の線路内に入り込むような行動をすることを具体的に予見することは困難 

 

 

(3) 最高裁判決 (最高裁平成 28 年 3 月 1 日三小法廷判) 

 

平成11年の民法・精神保健福祉法改正により、「保護者や成年後見人であることだけでは直ちに

法定の監督義務者に該当するということはできない。」 

「夫婦の同居協力扶助義務は、夫婦間の義務であって、第三者との関係で夫婦の一方に何らかの

作為義務を課するものではなく、扶助の義務はこれを相手方の生活を自分自身の生活として保障す

る義務であると解したとしても、そのことから直ちに第三者との関係で相手方を監督する義務を基

礎付けることはできず、精神障害者と同居する配偶者であるからといって、その者が民法 714 条 1 

項にいう「責任無能力者を監督する法定の義務を負う者」に当たるとする根拠はない。」 

「A の長男について、A を「監督する法定の義務を負う者」に当たるとする法令上の根拠はない。」 

しかし、「法定の監督義務者に該当しない者であっても、責任無能力者との身分関係や日常生活に

おける接触状況に照らし、第三者に対する加害行為の防止に向けてその者が当該責任無能力者の監

督を現に行いその態様が単なる事実上の監督を超えているなどその監督義務を引き受けたとみるべ

き特段の事情が認められる場合には、衡平の見地から法定の監督義務を負う者と同視してその者に

対し民法714 条に基づく損害賠償責任を問うことができるとするのが相当であり、このような者に

ついては、法定の監督義務者に準ずべき者として、同条１項が類推適用されると解すべきである。

その上で、ある者が、精神障害者に関し、このような法定の監督義務者に準ずべき者に当たるか否

かは、その者自身の生活状況や心身の状況などとともに、精神障害者との親族関係の有無・濃淡、

同居の有無その他 の日常的な接触の程度、精神障害者の財産管理への関与の状況などその者と精神

障害者との関わりの実情、精神障害者の心身の状況や日常生活 における問題行動の有無・内容、こ

れらに対応して行われている監護や介護の実態など諸般の事情を総合考慮して、その者が精神障害

者を現に 監督しているかあるいは監督することが可能かつ容易であるなど衡平の見地からその者

に対し精神障害者の行為に係る責任を問うのが相当といえる客観的状況が認められるか否かという

観点から判断すべきである。」   
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Aの妻 － A と長年と同居し、長男、長男の妻、次女の了解を得て Aの介護に当たっていたも

のの、本件事故当時 85 歳で左右下肢に麻ひ拘縮があり要介護１の認定を 受けてお

り、A の介護も長男の妻の補助を受けて行っていた 

 

A の長男－ A の介護に関する話合いに加わり、妻が A 宅の近隣に住んで A 宅に通いながら妻 

による A の介護 を補助していたものの、自身は、横浜市に居住し、本件事故まで

20年以上も Aと同居しておらず、本件事故直前の時期においても 1 箇月に 3 回程

度週末にA 宅を訪ねていたにすぎない (妻は、夫の履行補助者として評価) 

 

両者とも、A の第三者に対する加害行為を防止するために Aを監督することが現実的に可能な状

況にあったということはできず、その監督義務を引き受けていたとみるべき特段の事情があった

とはいえず、Aの法定の監督義務者に準ずべき者に該当しないとし、その責任を否定 

 

「民法714 条に基づく請求に理由がなければ、民法 709 条に基づく請求も理由がない」 

 

 

 

ⅤⅤ  最最高高裁裁判判決決のの評評価価、、今今後後のの責責任任枠枠組組みみ  

 

・ 平成11年の精神保健福祉法改正・民法改正、同居協力扶助義務に関する、従来からの通説的見

解に沿った判決 

  → 配偶者の法定督義務者の該当性を否定 

    

・ 「法定監督義務者に準ずる者」としての責任の検討  

  － 抽象的要件 → 該当者拡大の恐れ － しかし、本判決からは、むしろ限定的 

 

・ 精神障害による責任無能力者のケースで、法定監督義務者が不存在 

    ↓ 

  改正を含め、再検討の必要 

 

選択肢 

   

  ・ 責任能力を要件とすることを廃止 

 

  ・ 衡平責任の導入 

    責任無能力者に、信義則上、一定の場合に、賠償責任を認める 

 

  ・ 保険の活用   

     個人賠償責任保険 

     認知症に特化した保険 

     自治体による認知症高齢者補償事業(大和市、海老名市等) 

 

（文責：鈴木美弥子） 

 



国国際際関関係係研研究究所所 所所員員研研究究会会 
22001199年年度度 第第 22回回 

【日日時時】2月 19日（水）16:00--17:0０

【会会場場】
月 （水）

国国際際関関係係研研究究所所（（研研究究講講義義棟棟 440011--33教教室室）） 

＜＜おお問問合合せせ＞＞ 国国際際関関係係研研究究所所 iiiirr@@ttuuffss..aacc..jjpp 

写真：報告者より

＊ 1177 :: 0000 ～～ 国国際際関関係係研研究究所所 所所員員総総会会（（所所員員限限定定）） 

一一般般公公開開 

「「中中国国メメデディィアアににおおけけるるナナシショョナナリリズズムム：： 

香香港港のの社社会会運運動動にに関関すするる報報道道をを中中心心にに」」 

報報告告者者  エエンン・・シシンンキキョョクク 

（（本本学学大大学学院院 総総合合国国際際学学研研究究科科 博博士士後後期期課課程程）） 
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国国際際関関係係研研究究所所研研究究会会  

中中国国メメデディィアアににおおけけるるナナシショョナナリリズズムム～～香香港港のの社社会会運運動動にに関関すするる報報道道をを中中心心にに～～  

22002200年年 22月月 1199日日  

東東京京外外国国語語大大学学  国国際際関関係係研研究究所所  研研究究講講義義棟棟((440011--33室室))  

 
報報告告者者：：エエンン・・シシンンキキョョクク((本本学学大大学学院院博博士士後後期期課課程程))  

 
研研究究背背景景  

 

 2019年、香港の「反逃亡犯条例運動」では、中国本土の内外で、メディアで全く違う光景

である。中国国内では、この運動は香港住民に反対され、もともとは外国勢力によって引き

起こされた少数の暴徒が横行しており、香港の独立を求めて中国を引き裂こうとしている。

一方、国際メディアでは香港市民の多くは、権威主義体制に対する権利と民主主義を主張し、

自分たちの自由のために戦っている。 

 この論文では、主に 2019年ソーシャルメディア「環球時報」および中国政府関係が運営

する WeChatの公衆アカウントで、香港の社会運動に関連するニュースとコメントを分析す

る。 これらの分析によって、北京政府のプロパガンダ戦略及び中国大陸人の態度を研究す

る。 

 

ななぜぜ「「環環球球時時報報」」ななののかか？？  

 

1 公式の背景：「人民日報」の傘下に所属する 

2 影響力：中国本土の新聞では、発行部数が 200万部を超えて全国三位 

3 政治的傾向：中国本土における民族主義的態度を代表するメディア 

4 編集長・胡錫進氏:物議を醸す人物 

 

中国と国際的な文献によると、「環球時報」は大陸人の怒りを発散する最適なプラットフ

ォームと見なされている。 「環球時報」は話題の紛争を引き起こし、極端的な言葉を使っ

て、特にナショナリズムを利用して大騒ぎをするのが得意である。 

 

「「環環球球時時報報」」ウウィィチチャャッットト公公衆衆アアカカウウンントト（（WWPPAA））のの特特徴徴  

 

1 アクセスの便利さ   

2 懸念の高いイベントを強調する  

3 柔軟なタイトルとコンテンツ 

4 コンテンツのバラエティ 
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その他、「環球時報」の WPAは、すべての新聞メディアアカウントの中には第三位となって

いる。 

 

「「環環球球時時報報」」WWPPAAににおおけけるる分分析析  

  

最も注目された記事は以下の特徴を持っている： 

1「香港市民」の声と行動  

2タイトルと内容で非常に強いナショナリズムと愛国主義を満たされた記事 

3大衆の意見を扇動する記事   

4紛争を解決するために強制手段（軍事力）を使用することに関連する記事 

  

中中国国大大陸陸ののププロロパパガガンンダダのの構構造造とと戦戦略略  

 

1 記事の数が極めて多い  

2 大陸の人を団結する  

3 愛国的な香港人のイメージの形成：「愛国議員」何君尧と「光頭警長」劉澤基 

4 抗議者を中傷する  

5 欧米諸国への集中攻撃  

6 香港の重要性と影響を弱める 

 

香香港港のの社社会会運運動動にに関関ししてて大大陸陸人人のの民民意意  

 

Facebook や Twitter には、香港の抗議者・世界中の支持者と対抗する北京政府側の立場

を持つ大陸人が多数いる。 皮肉なことに、中国政府に対する批判的な態度を抱いている BBC

や CNNのニュース記事でさえ、VPNを介した中国本土からのコメント者がコメント掲示板の

「戦場」を占領した。 

一方、筆者のアンケート調査結果により、海外の中国大陸人は一般的に大陸にいる人々と

ほぼ一致しており、最も近いのは香港警察を支援することである。しかし、具体的かつ詳細

的な結果は、海外の大陸人の選択がより保守的で中立的であり、様々な情報源から受け取る

ことができる状態で想定内の結果である。 

 

終終わわりりにに  

 

まず、このような大規模な報道は、報道しないよりも間違いなく優れている。インターネ

ットに圧倒されている民族主義者の過激なスピーチを見るだけでなく、かなりの数の大陸

人は香港の人々が何としても自由と権利のために戦うのかについて考え始めていることを
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見る必要もある。 

一方、大陸人と香港人の間の距離感はさらに拡大している。合理的な声でさえ中国の立場

からであることが多く、香港の人々の考えを真剣に理解することはめったにない。たとえ理

解できたとしても、大陸の立場からいわゆる「暴動」を「支援」することは依然として困難

である。 

30年前、香港の人々は中国の民主運動を支援していた。香港の返還から 20年以上経った

今、中国の政治、経済、国際的な地位が上がった。大陸人は祖国に対する信頼は、より強く

なっている。だから今香港の民主主義を支援する大陸人の数は少ない。中国の経済発展に重

要な貢献をした香港は、その地位が低下している。 香港の将来は未だに見えないであり、

反逃亡犯条例運動の結果でさえ予測不可能である。しかし、確かなことがある。 胡錫進氏

が言うように、「私は「一国二制度」を守りたいと思います。香港は資本主義システムに基

づいた独自の社会的展望を維持する。このような香港は、大陸にとって興味深いものであり、

見る価値があると思います。それを「大陸化」すれば、中国はカラフルな側面を失うでしょ

う。」 

 

                             （文責：エン・シンキョク） 

 



  

  

  

  

  

  

  

  

  そそのの他他ののイイベベンントト  
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カセサート大学(タイ)との研究ネットワークの構築に関する意見交換会 
 
参加者：スニサー特任教授（本学世界言語社会教育センター）、松隈潤副学長、宮田敏之 

教授(国際関係研究所所長)、キィティマー人文学部長、ルジラー講師、ノッパワン 
講師、ブッサバー准教授 

実施日：2019年 6月 25日 
会場：東京外国語大学 国際関係研究所 研究講義棟(401-3室) 
 

 
 
 この意見交換会では、タイのカセサート大学より人文学部長のキィティマー・イントラパ
ンと 3 名の教員の方々が来所され、研究ネットワークの構築や強化について議論を行いま
した。また、本研究所での意見交換会に先立って、松隈潤副学長、宮田敏之教授、スニサー・
ウィッタヤーパンヤーノン特任教授（特定外国語主任教員（タイ語）、世界言語社会教育セ
ンター）らと懇談しました。この懇談会では、カセサート大学のタイ語プログラムや、本学
国際日本学部やタイ語専攻の教育に関わる情報が交換されました。 
なお、来訪者のうちブッサバー・バンジョンマニー准教授は東京外国語大学で博士号を取

得され、母国タイで日本語研究・教育において顕著な活動をされています。さらに、本学で
教鞭をとるスニサー特任教授はカセサート大学の卒業生というご縁もあります。 
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(左からスニサー特任教授、宮田教授、松隈副学長、カセサート大学人文学部キィティマー部長、ルジラー
講師、ブッサバー准教授、ノッパワン講師） 
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【国際関係研究所定期刊行物紹介】 

『国際関係論叢』第九巻第一・二号（令和 2年 11月 30日発行） 
■松隈 潤「SDGｓｓとと食食料料へへのの権権利利～～域域外外義義務務のの視視点点かからら～～」」  

 
『国際関係論叢』第八巻第二号（令和元年 11月 30日発行） 
■Binod Bhattarai,”Community Forestry and Forest Management Policies in Nepal“ 
 
『国際関係論叢』第八巻第一号（令和元年９月 30日発行） 
■松隈 潤「食料への権利と域外義務 ～アフリカの事例を中心として～ 」 
■Hideaki Shinoda, “Partnership Peace Operations in Multi-layered International Security: 
An Examination of the Involvement of Regional and Sub-regional Organizations in 
International Peace Operations” 
■Michiko Suzuki, “The Emergence of Modern Humanitarian Activities: The Evolution of 
Japanese Red Cross Movement from Local to Global” 
 
『国際関係論叢』第七巻第二号（平成 30年 11月 30日発行） 
■鈴木 美弥子「責任能力のない精神障碍者の近親者の責任について」 
■洪 性旭 「日本社会における難民受け入れの論点－日韓比較の可能性」 
 
『国際関係論叢』第七巻第一号（平成 30年 4月 27日発行） 
■倉石 一郎「革新主義期改革者における「北部黒人問題」認識と教育―ニューヨーク市公教育協会
刊行『本市における黒人学童』（1915）再論―」 
 
『国際関係論叢』第六巻第二号（平成 29年 9月 29日発行） 
■篠田 英朗「アフリカ諸国による国際刑事裁判所 (International Criminal Court: ICC)脱退の動き
の国際秩序論の視点からの検討」 
■洪 性旭「日本社会におけるソーシャルビジネス理念型の構築にむけて：国際的な議論の現状と日本
における含意」 

『国際関係論叢』第六巻第一号（平成 29年 7月 31日発行） 
■鈴木 美弥子「責任能力のない未成年者の親権者の監督義務者責任について」  

『国際関係論叢』第五巻第一・二号（平成 28年 7月 31日発行） 
■Kumiko Uno and Teppei Nagai, “Literacy Development through Early Childhood 
Development Program in India” 
■鈴木 美弥子「ドイツにおける不動産売買と瑕疵担保責任」  

 
『国際関係論叢』第四巻第二号（平成 27年 7月 31日発行） 
■松隈 潤「国際社会における武力行使禁止原則の変容（三・完）」 
■若松 邦弘「支持の地位的拡大と多様性―地方議会における連合王国独立党（UKIP）の伸長―」  

『国際関係論叢』第四巻第一号（平成 27年 1月 31日発行） 
■Kumiko Uno and Teppei Nagai, “The Effect of Early Childhood Development in South 
Asia” 
■Hideaki Shinoda, “Human Rights, Democracy and Peace in International 
Constitutionalism of Universal International Society” 
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『国際関係論叢』第三巻第二号（平成 26年 7月 31日発行） 
■松隈 潤「国際人権法の課題―拷問等禁止条約と日本―」 
■Kanami Ishibashi, "The Critical Implications from the Past:The Relationship between the 
ROK and Japan and the Effectiveness of the Policies including its Original Economic 
Sanctions against the DPRK” 
■若松 邦弘「イギリスにおける都市政策のアジェンダ変化―自由主義レジームにおける社民主義政
権の改革とジレンマー」 

『国際関係論叢』第三巻第一号（平成 26年 1月 31日発行） 
■Kimiko Uno and Sho Sakuma, “Foreign Direct Investment into the Western Balkans: 
The Statistical Analysis of Determinants in Bilateral Investment” 
■渡邊 啓貴「フランスにおける欧州統合の国内化と「EU アイデンティティ」―リスボン条約成立に
向けたフランスの貢献とその背景―」 

『国際関係論叢』第二巻第二号（平成 25年 7月 31日発行） 
■倉石 一郎「爆発的拡大のための雌伏―米国ビジティング・ティーチャーの大恐慌時代―」 
■梅村 裕子「今岡十一郎の活動を通して観る日本・ハンガリー外交関係の変遷」  
■若松 邦弘「自由主義右派の政党組織化―連合王国独立党（UKIP）の展開と政党政治上の意味―」 
■[書評] Sayaka Funada-Classen, "Fukushima, ProSAVANA and Ruth First: Examining 
Natália Fingermann’s “Myths behind the ProSAVANA”" 

『国際関係論叢』第二巻第一号（平成 25年 1月 31日発行） 
■Akito Okada, "The Historical Transformation of the Concept of Equality of Educational 
Opportunity in Post-war England and Japan" 
■Kimiko Uno and Sumire Kobayashi, "The Effect to the Economic Growth by Labor 
Migration: From the Viewpoint of the Stock of the Human Capital" 

『国際関係論叢』第一巻第二号（平成 24年 9月 28日発行） 
■渡邊 啓貴「2012 年フランス大統領選挙の分析―新しいスタイルの大統領サルコジの敗因とオラン
ドの戦略―」  
■Kimiko Uno and Sumire Kobayashi, "The Contribution to Economic Growth by Human 
Capital: The Comparison among BRICs"  
■若松 邦弘「二〇〇〇年代初めの西欧政治における政策志向性の変化―移民・難民の社会統合をめ
ぐる政策論争―」  

『国際関係論叢』第一巻第一号（平成 24年 3月 30日発行） 
■Kimiko Uno, "Poverty Ratios in Asia and Sub-Sahara Africa based on Logit Models"  
■松隈 潤「国際法と「人間の安全保障」」  
■若松 邦弘「改革の制度的矛盾と政治問題への展開―イングランドにおける交付金制度改革の執行
過程―」  

 

※当研究所ホームページ（http://www.tufs.ac.jp/common/fs/iir/publications.html）より、収録論文の電

子資料（PDF）をご覧いただけます。 
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東京外国語大学 国際関係研究所 
Tokyo University of Foreign Studies Institute of International Relations 
 
■所長 
宮田 敏之（MIYATA, Toshiyuki） ：タイ経済研究、東南アジア経済研究、 

タイ社会経済史 

 
■所員（以下五十音順） 
青山 弘之（AOYAMA, Hiroyuki） 

伊勢崎 賢治（ISEZAKI, Kenji） 
内山 直子（UCHIYAMA, Naoko） 

岡田 昭人（OKADA, Akito） 

蒲生 慶一（GAMOU, Keiichi） 

坂井 真紀子（SAKAI, Makiko） 

 
澤田 ゆかり（SAWADA, Yukari） 

篠田 英朗（SHINODA, Hideaki） 
鈴木 美弥子（SUZUKI, Miyako） 
鈴木 義一（SUZUKI, Yoshikazu） 
 
田島 陽一（TAJIMA, Yoichi） 
中山 裕美（NAKAYAMA, Yumi） 
丹羽 泉（NIWA, Izumi） 
春名 展生（HARUNA, Nobuo） 
舛方 周一郎(MASUKATA, Shuichiro) 
松隈 潤（MATSUKUMA, Jun） 

松永 泰行（MATSUNAGA, Yasuyuki） 

若松 邦弘（WAKAMATSU, Kunihiro） 
渡辺 周（WATANABE, Shu） 

：現代東アラブ政治、思想、歴史 

：国際関係論 

：経済政策、地域研究 

：比較・国際教育学 

：経済政策、理論経済学 

：開発社会学、仏語圏アフリカ、 

東アフリカの農村開発、モラルエコノミー 

：中国地域研究 

：平和構築 

：民事法学 

：現代ロシア地域研究、経済史、 

 比較経済体制論 

：経済政策、国際関係論 

：国際関係論、国際協調論、移民・難民研究 

：韓国・朝鮮地域研究、宗教社会学 

：国際政治学史、日本外交史 

：政治学、国際関係論、現代ブラジル政治 

：国際法学 

：政治学、国際関係論、イラン政治 

：比較政治・西欧政治 

：経営学 

 ＊掲載情報は、2020年12月1日時点のものです。 
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編編集集後後記記  

  
国際関係研究所2019年度年間活動報告書『現代世界の諸相』をお届けする。本年は、5
回の連続講演会シリーズ「現代世界と国際関係」、2回の研究所主催の研究会、1回のイベン
ト、13回のリレー講義「アジア共同体を考える」を開催した。今年度も、本学教員に加え、
多彩な専門分野の学外講師に数多くご講演頂いた。世界の現状、国際社会における日本の

位置づけ、そして世界から見た日本はどのようなものかなど、地域研究を基盤としつつ国

際関係論をはじめとする社会科学諸分野研究が特徴の当研究所にふさわしい内容となった

と言える。 
今回の成果は、それぞれの分野で活躍している研究所員の力量と、当研究所の活動全体

を率いる宮田敏之所長のイニシアティブの賜物と感謝している。また、本報告書刊行にあ

たっては、研究所のRAの道日娜（ドリナ）氏（本学大学院博士後期課程）の労力にすべ
てを負っていることをここに確認し、心からの謝意を示したいと思う。 

 
＊東京外国語大学国際関係研究所 年間活動報告書 
http://www.tufs.ac.jp/common/fs/iir/publications.html#nenpou 
 
                    『現代世界の諸相』 編集委員長 丹羽 泉 
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